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1. 本研究の目的 

 

本研究の第一の目標は、アジア地域から日本へ国際移動した高度人材である外国人 IT 技術者

について、高度人材が帰属する社会的地位集団によって獲得できる日本の労働市場内のポジショ

ンがどう異なるのかについて考察を行うものである。高度人材を移動する個人としてではなく、

国籍や学歴などによってクラスター化された存在であると位置づけ、そこに送り出しや受け入れ

制度など個人の持つ人的資本以外の要素、要因がどのように影響しているのかを実証的に明らか

にするものである。来日高度人材の中で、最大規模集団と言えるIT技術者を中心に、中国・韓国・

ベトナム・インドなどそれぞれの国籍集団ごとに日本の労働市場内で獲得しているポジションが

異なる。とりわけ中国に関してはオフショアビジネスの日本側拠点としての地位を確立させたモ

デルと後発でローエンドジョブに滞留しているモデルで大きく実態が異なると考えられるので、

中国についてはは特に学歴や出身地域、移動時期などによって日本の労働市場内で獲得できてい

るポジションに明確な違いが生じていると考えられるので、単純な国籍別モデルとして分類する

のではなく、中国人高度人材というクラスターの中にさらに異なる集団が階層的に存在している

という仮説を実証的に明らかにするものである。 

上記の問題意識から、本報告では、中国の上位大学から日本に移動する若年高度人材がどのよ

うな動機で来日を決定し、どのようなシステムによって送り出されているのかについて、中国大

連と上海で実施した聞き取り調査から明らかになった点を報告する。 

 

2. 本報告の調査概要 

 

2015年 9月 17日から 9月 22日までの期間、中国の大連と上海で聞き取り調査を行った。聞

き取りの対象は、上海、北京、大連等中国主要都市に事務所を置き、中国国内の上位大学の学生

を対象に日本での就職活動を支援する日系企業の担当者、そしてその企業を利用して日本で就職

活動を行い、来春から日本の情報通信関連企業に就職する理工系中国人大学院生、そして日本に

留学後中国に帰国して日系情報通信企業の中国支社に勤務している IT技術者にインタビューを

実施した。 

 

3. 調査結果 

 

A：中国人大学生の就活支援を行う日系企業の事例 

 

A企業はもともと中国に進出している日系企業に対し、中国国内の上位約 10大学の学生

を中心に就職支援業務を行っていたが、近年は日本で就職したい中国人大学生の日本での就

職活動の支援業務も行っている。同様の業務を行っている企業は中国国内に複数存在するが、

A社は最大手の部類に属すると考えられる。A社では担当者がターゲット校としている中国



国内の有名大学に行ってセミナーや説明会等を行い希望者を募る。セミナー参加者や、ある

いは自らA社にアクセスしてきた学生らに対し、エントリーシートの書き方や日本の商慣習

など基本的事項をレクチャーする。多くの学生の志望動機は、自身の専門性を生かせる労働

市場が日本であるから日本で就職したいというのではなく、日本の文化に対する興味関心か

ら日本での就労を希望している。 

 

 

B：A企業を利用して日本で就職活動を行い、内定を得た学生の事例 

 

Bは中国国内の上位大学の修士課程に在籍する大学院生である。専攻は情報工学であり、

米系大手情報通信企業のインターンに採用されている。幼少期から日本のアニメや漫画に触

れていたため、来日を希望していた。大学院で日本に留学することも考えたが、成績優秀者

として推薦で大学院に進学できたため、中国にとどまった。中国での就職活動も考えたが、

日本に行くのであれば早い方がいいと考え、A社にアクセスし、A社からの紹介で 2週間ほ

ど日本で就職活動を行い、数社から内定を得た。 

 

C：日本で学位取得後中国国内の日系企業支社に就職した IT技術者の事例 

 

 Cは出身地域が日本語教育の盛んな地域であったため、中学校入学時から大学卒業まで第

1外国語として日本語を学んできた。専門はGPS位置情報と様々な電子機器を連動させるプ

ログラム開発などである。中国で大学卒業後、日本の大学院に進学し修士の学位を取得した。

終了後は日本で就職を希望したが、両親の強い希望により中国に帰国し、中国国内の日系企

業に就職した。就職後もできる限り日本での就労を希望し、1年単位での長期日本出張など

で来日し、就労している。 

 

 

4. 小括 

 

今回の調査は、パイロット調査の位置づけであり、十分なサンプル数を確保することはで

きなかったが、中国国内の高度人材を対象にした就職支援企業が中国国内に存在し、若年高

度人材は積極的にそうした送り出しシステムを利用して日本での就職活動を行っているこ

とが明らかになった。中国人学生がいきなり日本で就職しようとする場合、A、B、Cのい

ずれの聞き取りからも、母国以外で駐豪人が就職しようとする場合、個人での就職活動はほ

とんど不可能であり、なんらかのネットワークを利用しなければならないという点が共通し

ていた。 
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